
概 要概 要

新エネルギー設備の導入を促進するため、新エネ
ルギー導入等の実績があり、具体的・実践的なノウ
ハウを持つNPO等に委託し、導入の適否、規模、費
用等について情報提供や個別・具体的なアドバイス、
コーディネート等を実施している。

背 景背 景

新エネルギーアドバイザリー事業新エネルギーアドバイザリー事業

１．概要

【かながわ新エネルギービジョンで対象としている新エネルギーの種類】

３．取組内容等

問い合わせに対して情報提供、アドバイス・コー
ディネートを行うだけではなく、セミナーの開催に
よる情報提供や、イベントへの出展等による問い合
わせ機会の確保も行っている。

２．委託先のNPO等の条件

タイプ 種類 エネルギー源 利用形態

太陽エネルギー 太陽光・太陽熱 発電・熱利用

風力エネルギー 風 発電

小水力エネルギー 河川・上水など 発電

バイオマスエネルギー 間伐材・エネルギー作物など 発電・熱利用

未利用エネルギー 河川温度差 熱利用

廃棄物エネルギー 焼却ごみ 発電・熱利用

バイオマスエネルギー
家畜排泄物、生ごみ、

下水汚泥、木くずなど
発電・熱利用

未利用エネルギー 工場排熱・下水等温度差 発電・熱利用

クリーンエネルギー

自動車

石油・天然ガス

DME(ジメチルエーテル)など
動力利用（高効率化）

天然ガス

コージェネレーション
天然ガスなど 発電・熱利用（高効率化）

燃料電池 石油・天然ガスなど 発電・熱利用（高効率化）

自然

エネルギー

リサイクル

エネルギー

新利用形態

エネルギー

【費用】

無料

【アドバイス等の対象者】

県民及び県内の事業者・団体等
（企業、学校、自治体など）

①不特定かつ多数のものの利益の増進に寄与するこ
とを目的とする非営利の事業に自主的に取り組む
特定非営利活動法人、又は法人格を持たない団体
であること。

神奈川県では、平成９年３月に「神奈川県クリー
ンエネルギー活用基本方針」、平成15年３月に「か
ながわ新エネルギービジョン」を策定し、新エネル
ギーの導入促進に取り組んでおり、県民の新エネル
ギー導入への関心も低くはないが、ビジョンにおけ
る目標を達成するほどには実際の導入が進んでいな
いのが現状である。

新エネルギー導入等の実績があり、具体的・実践
的なノウハウを持つNPO等に委託し、客観的かつ公
平な観点から、導入の決定に必要な情報の提供や導
入手順等についての個別・具体的なアドバイス、
コーディネート等を行っている。

県が実施したアンケートにおいては、太陽光発電
導入にあたっての障害として、費用が高額であるこ
とのほか、費用や効果などの情報が不足しているこ
とが挙げられており、このような状況を踏まえ、新
エネルギー導入に関する情報の提供等を推進するた
め、平成15年度から「新エネルギーアドバイザリー
事業」を実施している。

②新エネルギー導入に対するアドバイス・コーディ
ネートや実際の導入等の実績があり、具体的・実
践的なノウハウを有すること。

③特定の事業者の製品や、特定の事業者の工事等を
推奨することなく、客観的かつ公平な観点から情
報提供及びアドバイス・コーディネートを行える
こと。 等
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【スキーム図】

委託先NPO等

神奈川県

県民、県内の事業者・団体等
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実績・評価実績・評価

【実績】

○情報提供、アドバイス・コーディネート件数
（括弧内は設置完了の件数で内数）

・平成15年度：40件（１件）
・平成16年度：35件（３件）
・平成17年度：59件（５件）
・平成18年度：52件（６件）

新エネルギーの導入促進
神奈川県（人口 885万人）

環境
エネルギー
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担当部局 環境農政部 環境計画課

関連部局 神奈川県内に活動拠点を有する

NPO等(法人格の有無は問わない)

○環境農政部 環境計画課

045-210-4076

○県ＨP（新エネルギーアドバイザリー事業）
http://www.pref.kanagawa.jp/osirase/kankyokei
kaku/energy/advice/index.html

問い合わせ先＆関連ＨＰ問い合わせ先＆関連ＨＰ

関連部局・連携のポイント関連部局・連携のポイント

本事業は、神奈川県内に先駆性、専門性や行動力を
持った多数のNPO等が存在していることが、事業成立の
背景になっている。

今後は、委託先NPO等のアドバイス等が適切かどうか、
事業の効果等の客観的な評価の実施が課題であり、事
業の効果の把握については、事業利用者に満足度調査
を行うなど効果検証の方法を検討している。

【関連部局】

【評価】

【連携のポイント】

委託先は、NPO等が持っている力を発揮し、効果
的に実施できるように、条件に基づき実施方法等
を提案する公募方式による選定としている。

また、業務の実施にあたっては、県と委託先で十
分な意見交換を行うこととしているが、次の事項
を遵守するように書面を取り交わしている。

①個別案件の経過を含めた全体を把握している管
理責任者を置く。

②単なる情報提供で終わることなく、新エネル
ギー導入を促す個別・具体的なアドバイス・
コーディネートを行う。

③特定の事業者の製品や、特定の事業者の工事等
を推奨することなく、問い合わせ等をしてきた
方の希望を勘案し、客観的かつ公平な観点から
効果的なものが導入できるような情報提供及び
アドバイス・コーディネートを行う。

④適切な情報提供及びアドバイス・コーディ

ネートが実施できるように、新エネルギーに関
する最新の情報収集などに努めるものとする。

【問い合わせ先】

【関連HP】
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